
コード 事務事業名 所管部課

補助対象の概要（団体名称、団体の活動内容、補助金の活用内容等）

活動指標名 活動指標の考え方（定義）

① ①

② ②

成果指標名 成果指標の考え方(定義）

1次 1次

1次 1次

2次 2次

補助金の財源内訳(A)

国庫支出金

都支出金

地方債

その他(都補助金)

一般財源

１次成果指標② 実績値

活動指標② 実績値

事
業
環
境

26市の補助金水準との比較
（同様の補助金の金額、補助率等）

　私立保育園に 事務費及び事業費としての施設運営費、
施設整備として振興費、保育の教材費等の保育処遇費、保
育内容の充実のために保育推進加算費、 非常勤保育士雇
用のための充実保育士加算費等を補助している。
　26市における補助水準は10番目程度である。

26市の水準比較

問題・課題

平成18年度から、これまでの都の補助事業を廃止され、都の子育て推進交付金
が創設された。一律の基準もなくなったことにより管内私立を初めとして管外私立
に対する補助の仕方について課題が残されている。従来の補助もそのほとんどが
人件費のためサービスの低下を防ぐ観点から安易な縮減は難しい。

代替、類似サービスの有無

代替、類似サービス内容

　

２次成果指標 実績値

１次成果指標① 実績値 788,245 829,755千円 780,859 788,949

109,575 116,816

495,516 524,999

61,051 62,646

実績値 531 509人 523 527

補助した金額の総額

待機児童が減ることが望ましい。

事
務
事
業
デ
ー
タ

17年度 18年度

788,245 829,755

122,103 125,294

活動指標①

国・都基準・市単独補助

市が助成した保育所に入所した児童の数（月平均）

昭和 63 年度

市が助成している保育所の数

補助金等比較シート

児童青少年部保育課

事務事業の目的（市が補助金を交付する目的）

社会福祉法人が経営する保育所の保育内容及び運営の充実を図る。

7-2-7 保育所運営委託・助成事業

事
務
事
業
の
概
要

児童福祉法第24条の規定に基づき入所した児童の在籍する保育所についてその児童の処遇改善及び保育所
の運営の充実を図る。
東京都知事の認可をうけ、社会福祉法に定める保育所を経営する法人である。

事業開始時期

補助金の概要
（国・都基準の有無、対象者拡大の有無、上乗せ補助額、市単独補助額等）

指
標

入所児童数

助成した保育所の件数

補助金額

待機児童数

単位 15年度 16年度

62,937
千円

780,859 788,949

476,000 468,450

24

116,775 125,874

58,387

129,697 131,688

21園 24

　上

　中

　下

　有

　無



コード 事務事業名 所管部課

7-2-7 保育所運営委託・助成事業 児童青少年部保育課

行革本
部
評価

・補助額の算定方式を見直す必要がある。
・補助水準を近隣市と同額に合わせることも検討を要する。

二次評
価

補助事業は、私立認可保育園の安定的な運営を図るために必要な事業である
が、市内のみならず、管外保育も行っているという広域性に留意し、近隣他市との
均衡を失しないよう検討、調整を図られたい。
また、補助額の算定方式についても、他市との比較を踏まえて検討されたい。

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止


